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中間報告の経緯（１／２）


 

平成18年9月19日「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」の

 改訂（原子力安全委員会）


 

平成18年9月20日「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」等

 の改訂に伴う既設発電用原子炉施設の耐震安全性の評価等の実施につ

 いて」（平成18・09・19原院第6号）

→平成18年10月18日「既設発電用原子炉施設の耐震安全性評価実施

 計画書」を当社から原子力安全・保安院に提出


 

平成19年7月20日「平成19年新潟県中越沖地震を踏まえた対応につ

 いて（指示）」（平成19・07・20原第1号）

→平成19年8月20日「既設発電用原子炉施設の耐震安全性評価実施

 計画書の見直しについて」を当社から原子力安全・保安

 
院に提出

 
。

 その中で平成20年3月に代表プラント（１F-5、２F-4)について中

 間報告をする旨を記載

→平成20年3月31日「福島第一、第二原子力発電所耐震安全性評価中

 間報告」にて１F-5、２F-4耐震安全性評価中間報告を原子力安全・

 保安院に提出
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中間報告の経緯（２／２）


 

平成20年9月4日「新潟県中越沖地震を踏まえた原子力発電所等の耐

 震安全性評価に反映すべき事項について」

 
（平成20・08・29原院

 第10号）

→平成20年12月8日「福島第一、第二原子力発電所の耐震安全性評価

 の遅延」を公表。１F-1～4・6は平成21年6月、２F-1～3は平成

 21年3月に中間報告をする旨記載

→平成21年4月3日「福島第二原子力発電所耐震安全性評価中間報告

 （改訂版）」にて２F-1～3の耐震安全性評価中間報告を原子力安

 全

 
・保安院に提出

→平成21年6月19日「福島第一原子力発電所耐震安全性評価中間報告

 （改訂版）」にて1F-1～4・6の耐震安全性評価中間報告を原子力

 安全・保安院に提出
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新耐震指針に照らした耐震安全性評価の流れ

 

Ｃ．施設等の耐震安全性評価 

地震随伴事象に対する考慮
（周辺斜面の安定性） 

基礎地盤安定性評価 

Ｂ．基準地震動Ssの策定 

震源を特定せず
策定する地震動 

敷地ごとに震源を特定し
て策定する地震動 

検討用地震の選定

応答スペクトルに
基づく地震動評価 

断層モデルを用いた
手法による地震動評価

Ａ．地質調査の実施・活断層の評価

基準地震動 Ss 
参照 

安全上重要な機器・配管系
の耐震安全性評価 

地震随伴事象に対する考慮
（津波に対する安全性）

地
震
動
の
超
過
確
率 

安全上重要な建物・構築物
の耐震安全性評価 重

要
度
分
類 

新
潟
県
中
越
沖
地
震
を
踏
ま
え
た
耐
震
安
全
性
評
価
に
反
映
す
べ
き
事
項 
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A 地質調査の実施・活断層の評価

１．敷地周辺の地質調査概要
 

２．双葉断層
 ２．１

 
北端の評価（島田地点）

 ２．２
 

南端の評価（馬場地点）
 

３．地震本部が示す双葉断層北部（相馬断層）
 

４．敷地近傍・敷地の地質・地質構造



無断複製・転載禁止 東京電力 5

１．敷地周辺の地質調査概要

２．双葉断層
２．１

 
北端の評価（島田地点）

２．２

 
南端の評価（馬場地点）

３．地震本部が示す双葉断層北部（相馬断層）

４．敷地近傍・敷地の地質・地質構造
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運用補助共用施設申請時～耐震設計審査指針の改訂を踏まえて実施した地質調査

■敷地周辺陸域
・文献調査
・変動地形学的調査

（空中写真判読）
・地表地質調査
・ボーリング調査

 

等
■敷地周辺海域

・文献調査
・海上音波探査
・他機関の記録再解析

 

等
■敷地

・ボーリング調査
・試掘坑調査

 

等

30km

50km

100km

Ｈ５年　　　　運用補助共用施設申請時の地質調査

Ｈ８～１２年　許可取得後に実施した地質調査

Ｈ１５年　　　海域活断層の再評価

Ｈ１８年　　　耐震設計審査指針の改訂

Ｈ１８年　　　耐震設計審査指針改訂後に実施した地質調査

Ｈ１９年　　　新潟県中越沖地震の発生

Ｈ１９年　　　新潟県中越沖地震を踏まえた地質調査

Ｈ５年　　　　運用補助共用施設申請時の地質調査

Ｈ８～１２年　許可取得後に実施した地質調査

Ｈ１５年　　　海域活断層の再評価

Ｈ１８年　　　耐震設計審査指針の改訂

Ｈ１８年　　　耐震設計審査指針改訂後に実施した地質調査

Ｈ１９年　　　新潟県中越沖地震の発生

Ｈ１９年　　　新潟県中越沖地震を踏まえた地質調査

敷地からの距離は福島第一原子力発電所から

30km

50km

100km

30km

50km

100km

耐震設計審査指針改訂を踏まえた地質調査
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■敷地周辺陸域
・地下探査
・ボーリング調査
・地表地質調査

■敷地周辺海域
・海上音波探査

■敷地近傍・敷地内
・地下探査（ベイケーブルによる探査）
・深いボーリング

（第一：約1000m，第二：約1000m）

・浅いボーリング

新潟県中越沖地震を踏まえた地質調査

Ｈ５年　　　　運用補助共用施設申請時の地質調査

Ｈ８～１２年　許可取得後に実施した地質調査

Ｈ１５年　　　海域活断層の再評価

Ｈ１８年　　　耐震設計審査指針の改訂

Ｈ１８年　　　耐震設計審査指針改訂を踏まえた地質調査

Ｈ１９年　　　新潟県中越沖地震の発生

Ｈ１９年　　　新潟県中越沖地震を踏まえた地質調査

福島第一原子力発電所

福島第二原子力発電所
測線5

測線3

測線4

測線2

測線1

海上音波探査測線

地下探査測線（P波震源）

ベイケーブル探査

ボーリング調査及び地下探査（S波震源）

地下探査（S波震源）
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平成２０年３月３１日

 

中間報告書提出
平成２０年８月４日

 

新潟県中越沖地震を踏まえて実施した

 
地質調査結果を国に報告
平成２０年９月～平成２１年３月

 

Ａサブグループ（※）の議論を

 
踏まえて追加調査を実施

調査概要
（１）調査実施時期

平成20年9月上旬～平成21年3月末
（２）調査項目

①地表地質調査
・火山灰分析
・リニアメントの成因調査

 

等
②試料分析

・断層破砕部の性状に関する各種分析
③航空レーザー測量

・数値標高モデルによる地形面の分析

調査概要
（１）調査実施時期

平成20年9月上旬～平成21年3月末
（２）調査項目

①地表地質調査
・火山灰分析
・リニアメントの成因調査

 

等
②試料分析

・断層破砕部の性状に関する各種分析
③航空レーザー測量

・数値標高モデルによる地形面の分析

当
社

が
評

価
し

た
双

葉
断

層
約

37km

双葉断層
（相馬断層含む）

畑川断層

①地表地質調査
②試料分析
③航空レーザー測量

②試料分析

Aサブグループの議論を踏まえた地質調査

（※）原子力安全・保安院の審議会：地震・津波、地質・地盤合同ワーキンググループＡサブグループ会合
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調査・評価概要

・双葉断層
・相馬断層
（地震調査研究推進本部が示す双葉断層北部）
・畑川断層
・大坂-芦沢リニアメント

・八茎断層
・二ツ箭断層
・福島盆地西縁断層帯
・井戸沢断層

福
島

盆
地

西
縁

断
層

帯

双
葉
断
層畑

川
断
層

井
戸
沢
断
層

二
ツ

箭
断

層
八茎断層

大坂-芦沢リニアメント

相
馬
断
層

活構造図「新潟」
新編日本の活断層
活断層詳細デジタルマップ
地震調査研究推進本部等に以下の断層が示される。

・双葉断層

 

（約37ｋｍ）
・福島盆地西縁断層帯

 

（約57ｋｍ）
・井戸沢断層

 

（約19.5km）

活断層として評価

地形調査・地質調査等

抽出
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１．敷地周辺の地質調査概要

２．双葉断層
２．１

 
北端の評価（島田地点）

２．２

 
南端の評価（馬場地点）

３．地震本部が示す双葉断層北部（相馬断層）

４．敷地近傍・敷地の地質・地質構造
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空中写真判読図
凡 例
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北端部（島田）
 

－地質断面図（１）－

右図ルートマップ範囲

次頁に拡大図を示す

L3

断層推定位置

断層推定位置

M1’面（約10～12万年前）の分布域を含む東西で大内層（およそ1000～1500万年前）の傾斜の変

 
化（緩傾斜→急傾斜→緩傾斜）を確認していること，Ｍ１’面の南北で双葉断層を露頭で確認してい

 
ることから，双葉断層はM1’面の分布している付近に存在する。

大内層

大内層

地層の傾斜が緩やか

地層の傾斜が急

地層の傾斜が緩やか

断層を確認

これより南で断層を確認
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北端部（島田）
 
－地質断面図（２）－

断層及びその西方に大内層の緩傾斜への変化が確認されたことから、当該断層が双葉断層と判断される。

次頁スケッチ範囲
地層の傾斜が緩やか

・地層の傾斜が急
・断層を直接確認

地層の傾斜が緩やか
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北端部（島田）－露頭スケッチ－

双葉断層はM1’段丘堆積物（約10～12万年前）に変位・変形を与えておらず、後期更新世以降（約12～

 
13万年前以降）の活動はないと判断される。

M1’段丘堆積物（約１０～１２万年前）

双葉断層

断層による変位がある場合の概念図

断層

今回の露頭概念図

断層
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１．敷地周辺の地質調査概要

２．双葉断層
２．１

 
北端の評価（島田地点）

２．２

 
南端の評価（馬場地点）

３．地震本部が示す双葉断層北部（相馬断層）

４．敷地近傍・敷地の地質・地質構造
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空中写真判読図

馬場詳細図範囲

ＬＣ

 

，ＬＤ

 

，リニアメントが連続的に判読される。一部H面上にＬＡ

 

，ＬB リニアメン

 
トが判読される。
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南端部（馬場）
 

－レーザー測量：鳥瞰図－

航空レーザー測量により、馬場地点周辺の地形データを作成。
断層推定位置付近（赤枠範囲）に分布するM2面（MIS5c，約10万年前）に変動地形は認められない。

Ｈ/Ｖ=1/2
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M2面

L3面

L3面
L2面

花崗閃緑岩

Ｍ２段丘堆積物（約10万年前）

五安層

断層
天明山層

M2段丘堆積物（MIS5c，約10万年前）に変位・変

 
形が認められないことから馬場における双葉断層

 
の後期更新世以降の活動性はないと判断。

また，M2面から採取した試料の火山灰分析の結

 
果，9～13万年前の火山灰（Nm-Sb，沼沢芝原）が

 
確認されたことから，M2面（MIS5c，約10万年前）

 
と判断した。

南端部（馬場）
 

－ボーリング調査結果－

断層

L3+面

No.1 No.2 No.3 No.4

ずれ・撓みが認められない
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双葉断層の後期更新世の鉛直方向の平均変位速度

L面の変位量がぼぼ同等であるこことから、遠藤、栃窪、橲原については同等の平均変位速度と想定される。
大谷付近では、約12万年前の火山灰（Ad-Dk，安達太良岳）に約2mの変位が認められていることから遠藤、栃窪、

 
橲原より平均変位速度は小さい。
馬場以南では、最終間氷期（約8～13万年前）の地層に変位・変形は認められない。また、北部では島田のM1’面

 
（約10～12万年前）に変位・変形が認められない。

活動性を評価した区間約37km

島田

馬場 島田
鉛

直
方

向
の

平
均

変
位

速
度

（m
/1

00
0年

）

鉛
直

変
位

量
（
ｍ

）

平均変位速度

断層活動の活発さを表す指標であり、断層による
変位量をその変位が累積された期間で除すことで
求められる。

（右図の例）
橲原

 

L3面の変位量

 

約1.3ｍ
変位量の累積期間

 

約1.5万年
→平均変位速度＝1.3m／1.5万年≒0.09m／千年

沖積面
(現在～約1万年前)

L3

(約12～13万年前)

(約1～2万年前）

(約3万年前）

(約5～8万年前)
(約10万年前)
(約10～12万年前)

2m/12万年

1.3m/1.5万年

6m/8万年
（福島県，1999）

1999
1999
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１．敷地周辺の地質調査概要

２．双葉断層
２．１

 
北端の評価（島田地点）

２．２

 
南端の評価（馬場地点）

３．地震本部が示す双葉断層北部（相馬断層）

４．敷地近傍・敷地の地質・地質構造
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相馬断層の概要
文献により相馬断層が示されている付近は、中新統（およそ500～2500万年前の地層）

 
及び鮮新統（およそ200～500万年前の地層）の撓曲構造（地層が曲がった構造）により

 
特徴付けられ、活断層詳細デジタルマップ（2002）による推定活断層及び空中写真判読

 
によるリニアメントは、上記の撓曲部に位置している。

上記を踏まえ、下記の９地点について、Ⅰ．リニアメントの成因、Ⅱ．撓曲構造と地形面

 
の関係について検討を行った。

ここでは、代表して狼沢地点の調査結果を示す。

Ⅰ Ⅱ

狼沢地点以外の調査結果につい

 
ては、参考資料に示す。

反射法地震探査測線

反射法地震探査測線

相馬断層に関する調査地点
①

 

平場地点
②

 

大平西地点
③

 

鷲足地点
④

 

高瀬地点
⑤

 

坂元地点
⑥

 

沢口地点
⑦

 

狼沢地点
⑧

 

赤柴地点
⑨

 

払川地点

相馬断層の撓曲構造の例示

狼沢地点
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反射法地震探査測線

反射法地震探査測線

⑦【狼沢地点】
 

－空中写真判読図－

狼沢詳細図範囲
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⑦ 【狼沢地点：m2507】
 

リニアメントの成因

m2507

m2507: 鹿狼山層と久保間層の不整合境界。久保間層基底部

には基底礫岩を伴う。

■活断層詳細デジタルマップによる推定活断層及び

 

リニアメ

 
ント付近には断層は確認されず、鹿狼山層（およそ２億年前）

 
と久保間層（およそ300～500万年前）との不整合に対応する。
■推定活断層及びリニアメントは、両者の岩質の差を反映し

 
た侵食地形と判断される。

A A’

A – A’

（注）露頭スケッチと写真は、東西方向を反転させている。

スケッチの範囲

不整合
上下二つの地

 
層間にみられる

 
堆積間隙を伴う

 
不連続関係

断層は認められず地層の境界

相対的に柔らかく
より多く浸食

相対的に硬い

不整合境界
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⑦ 【狼沢付近の地形・地質断面図】

レーザー測量結果に基づき作成した地形断面から、狼沢地点における古い時代の撓曲構造（地層が曲

 
がった構造）を覆うH2面（およそ30～40万年前）に変動地形は認められない。

H/V=1/4

H2

L1

H2

L1

H2面（およそ30～40万年前）

 
の地形は曲がっていない。
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双葉断層及び相馬断層の評価

双葉断層及び相馬断層の評価

双葉断層については、

 

M1’段丘堆積物（約10～12万年前）に断

 層による変位・変形が及んでいないことが確認された島田地点か

 ら、

 

M2段丘堆積物（約10万年前）に変位・変形が及んでいないこ

 とが確認された馬場地点までの約37kmについて活動性を考慮す

 る。

相馬断層については、多数の地点でリニアメントは岩質の差を

 反映した侵食地形であると判断されること、撓曲構造に対応して

 分布する段丘面に変位・変形が及んでいないことが確認されたこ

 とから、活断層ではないと判断する。

福島第一

福島第二

福
島

第
一

か
ら

半
径

30km

福
島

第
二

か
ら半

径
30km

福島第一

福島第二

福
島

第
一

か
ら

半
径

30km

福
島

第
二

か
ら半

径
30km

島田

馬場

双葉断層

相馬断層
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１．敷地周辺の地質調査概要

２．双葉断層
２．１

 
北端の評価（島田地点）

２．２

 
南端の評価（馬場地点）

３．地震本部が示す双葉断層北部（相馬断層）

４．敷地近傍・敷地の地質・地質構造
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福島第一原子力発電所における地下探査

敷地を東西に横断する地下探査とベイケーブル探査測線を接続
敷地内の地下探査測線近くで大深度ボーリングを実施

大深度ボーリング（FD-1 
孔）

地下探査


 

発

 

震：大型バイブレータ２台


 

発震点間隔：10ｍ


 

受

 

振：地震計


 

受振点間隔：20m


 

測 線 長：11km

ベイケーブル探査


 

発

 

震：[海域]エアガン
（水深8m以上：500in3，水深8m以下：40in3）

[陸域]インパクター


 

発震点間隔：[海域]水深8m以上：20m，水深8m以下：10m
[陸域]20～10m



 

受

 

振：[海域]ハイドロフォン（ベイケーブル）
[陸域]地震計



 

受振点間隔：10m


 

測

 

線

 

長：[海域]2.4km
[陸域]1.0km

地下探査 ベイケーブル探査
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福島第一原子力発電所における地下探査

-500

-1000

-1500

-2000

-2500

-3000

0

Le
ve

l(m
)

-500

-1000

-1500

-2000

-2500

-3000

0

Le
ve

l(m
)

福島第一敷地

福島第一敷地
大深度ボーリング（FD-1 
孔）

7A11孔

深部に古い正断層が確認されるが，原子炉基礎岩盤である鮮新統（富岡層）はほぼ水平に堆積。
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富岡層中の鍵層の標高は断層を挟んで同程度であり、富岡層への断層の影響はないと判断される。
したがって，確認された正断層は非常に古いものであり活断層ではない。

断層推定位置及び断面図（②－②’断面）

湯長谷層群の上限標高

湯長谷層群まで達していない

①－①’断面は参考資料参照

鍵
層
∥
地

 
質

 
構

 
造

 
を

 
み

 
る

 
た

 
め

 
の

 
も

 
の
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既往の申請における取扱（海上音波探査）

NO.108

NO.104

NO.1

NO.106

NO.6

NO.108
NO.106

NO.104

NO.6

NO.1

敷地前面海域に北西傾斜の正断層が認められるが、鮮新世（およそ200～500万

 
年前）以降の地層に変位・変形を与えていないことを確認していた。

福島第一敷地近傍から
連続する断層の位置

福島第一

福島第二
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新潟県中越沖地震を踏まえた調査結果（海上音波探査）

NO.3.5

NO.3.5

既往の海上音波探査結果と同様、北西傾斜の正断層が認められるが、鮮新世

 
（およそ200～500万年前）以降の地層に変位・変形を与えていないことを確認した。

福島第一敷地近傍から
連続する断層の位置

福島第一

福島第二
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福島第一原子力発電所敷地内の地質及び地質構造

Ⅱ’

Ⅱ

Ⅰ Ⅰ’

Ⅲ

Ⅲ’

Ⅰ－Ⅰ’断面

Ⅱ－Ⅱ’断面 Ⅲ－Ⅲ’断面

ボーリング位置

富岡層中の凝灰岩からなる鍵層

 
の連続が確認され、敷地に活断層

 
は存在しないと判断される。

富岡層T2部層

富岡層T3部層

富岡層T1部層

先富岡層

富岡層T2部層

富岡層T3部層

富岡層T1部層

先富岡層

富岡層T2部層

富岡層T3部層

富岡層T1部層

先富岡層

0 100 200(m)

0 100 200(m)
0 100 200(m)

←N

←W

S→

E→E→ ←W
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福島第二原子力発電所における地下探査

敷地を東西に横断する地下探査とベイケーブル探査測線を接続
敷地内の地下探査測線近くで大深度ボーリングを実施

大深度ボーリング（FD-2 
孔）

地下探査


 

発

 

震：大型バイブレータ２台、一部インパクター


 

発震点間隔：10ｍ


 

受

 

振：地震計


 

受振点間隔：20m


 

測 線 長：10.4km

地下探査 ベイケーブル探査

ベイケーブル探査


 

発

 

震：[海域]エアガン
（水深8m以上：500in3，水深8m以下：40in3）

[陸域]インパクター


 

発震点間隔：[海域]水深8m以上：20m，水深8m以下：10m
[陸域]20～10m



 

受

 

振：[海域]ハイドロフォン（ベイケーブル）
[陸域]地震計



 

受振点間隔：10m


 

測

 

線

 

長：[海域]2.4km
[陸域]1.0km
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福島第二原子力発電所における地下探査

原子炉基礎岩盤である鮮新統（富岡層）は双葉断層から東側にほぼ水平に堆積
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0
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)
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福島第二敷地

福島第二敷地 大深度ボーリング（FD-2 
孔）
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福島第二原子力発電所敷地内の地質及び地質構造

Ⅰ－Ⅰ’断面 Ⅱ－Ⅱ’断面

Ⅰ Ⅰ’

Ⅱ’

Ⅱ

ボーリング位置

富岡層中の凝灰岩からなる鍵層の

 
連続が確認され、敷地に活断層は

 
存在しないと判断される。

富岡層TmD部層

富岡層TmE部層

多賀層群上部層

富岡層TmB部層
富岡層TmC部層

多賀層群下部層

富岡層TmD部層

富岡層TmE部層

多賀層群上部層

富岡層TmB部層 富岡層TmC部層

多賀層群下部層

富岡層TmA部層
富岡層TmB部層

0 100 200(m) 0 100 200(m)

←N ←WS→ E→
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まとめ

双葉断層については、

 
島田地点から、

 
馬場地点ま

 での約37kmについて活動性を考慮する。

相馬断層については、撓曲構造に対応して分布する

 段丘面に変位・変形が及んでいないことが確認された

 ことから、活断層ではないと判断する。

福島第一の敷地付近で確認された断層は、少なくと

 も鮮新世以降の活動が認められない古い時代の断層で

 あり，活断層ではない。

福島第二の敷地近傍では鮮新世の地層がほぼ水平に

 堆積していることを確認した。

敷地周辺海域には多数正断層が認められるが，いず

 れも活断層ではないと判断する。

福島第一

福島第二

福
島

第
一

か
ら

半
径

30km

福
島

第
二

か
ら半

径
30km

福島第一

福島第二

福
島

第
一

か
ら

半
径

30km

福
島

第
二

か
ら半

径
30km

島田

馬場

双葉断層

相馬断層
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B 基準地震動Ｓｓの策定

１．検討用地震の選定
 

２．検討用地震の地震動評価
 

３．震源を特定せず策定する地震動
 

４．基準地震動Ｓｓの策定
 

５．福島第一サイト周辺の地下構造による影響検討



無断複製・転載禁止 東京電力 38

１．検討用地震の選定

 
２．検討用地震の地震動評価

 
３．震源を特定せず策定する地震動

 
４．基準地震動Ｓｓの策定

 
５．福島第一サイト周辺の地下構造による影響検討
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分類 検討用地震 マグニチュード
等価震源距離（km）

福島第一 福島第二

プレート間地震※１
塩屋崎沖の地震②

塩屋崎沖の地震③

7.5

7.3

102

73

98

75

内陸地殻内地震 双葉断層による地震 7.6※２ 43 55

海洋プレート内地震 想定敷地下方の地震 7.1 81 79

想定敷地下方の地震想定敷地下方の地震

福島盆地西縁断層帯

双葉断層

井戸沢断層

福島第一

福島第二

140.5ﾟ

141.0ﾟ

141.0ﾟ

141.5ﾟ

141.5ﾟ

142.0ﾟ

142.0ﾟ 142.5ﾟ

36.5ﾟ 36.5ﾟ

37.0ﾟ 37.0ﾟ

37.5ﾟ 37.5ﾟ

0 25 50 km

塩屋崎沖の地震①

塩屋崎沖の地震②

塩屋崎沖の地震③

塩屋崎沖の地震④

福島第一

福島第二

※１：不確かさとして，塩屋崎沖の地震①～③が同時活動する「仮想塩屋崎沖の地震（M7.9）」を考慮。
※２：双葉断層の長さは，中間報告時に地質調査が完了していなかったため相馬断層を含めた断層長さ47.5kmで地震動評価を実施していたが，追加

調査を踏まえ，断層長さ37km（M7.4)と評価。ただし，断層長さ見直しの前後で地震動評価結果に大きな差はみられないことを確認している。

検討用地震の選定

■敷地に大きな影響を与える複数のプレート間地震及び内陸地殻内地震について，耐専スペク
トルによる比較を行い，検討用地震を選定。

■海洋プレート内地震については，観測地震数が少ないことを考慮して，地震調査研究推進本
部による最大規模の地震を敷地の下方に想定。
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１．検討用地震の選定

 
２．検討用地震の地震動評価

 
３．震源を特定せず策定する地震動

 
４．基準地震動Ｓｓの策定

 
５．福島第一サイト周辺の地下構造による影響検討
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検討用地震 地震動評価手法

地震種別 選定した地震
応答スペクトルに

基づく手法
断層モデルを用いた

手法

プレート間地震
塩屋崎沖の地震②
塩屋崎沖の地震③

耐専スペクトル 経験的グリーン関数法

内陸地殻内地震 双葉断層による地震

耐専スペクトル
大野ほか(2001)

内山・翠川(2006)
片岡ほか(2006)

ハイブリッド法

統計的グリーン関数法
＋

理論的手法

海洋プレート内地震 想定敷地下方の地震
耐専スペクトル

内山・翠川(2006)
片岡ほか(2006)

経験的グリーン関数法

検討用地震の地震動評価

地震動評価手法
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基本震源モデル 不確かさを考慮したモデル

塩屋崎沖の地震②及び③ 単独 塩屋崎沖の地震①・②・③の同時活動
（M7.9）及び破壊開始点

a)プレート間地震

基本震源モデル 不確かさを考慮したモデル

塩屋崎沖の地震①

塩屋崎沖の地震②

塩屋崎沖の地震③塩屋崎沖の地震③

塩屋崎沖の地震②

福島第一

福島第二

福島第一

福島第二
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南 北
基準点 深さ

↓アスペリティ 3km

南 北
基準点 深さ

↓アスペリティ 3km

南 北
基準点 深さ

↓アスペリティ 3km

南 北
基準点 深さ

↓アスペリティ 3km

：破壊開始点

基本震源モデル
応力降下量の不確かさ考慮モデル

断層幅15km
（傾斜角90° ）

断層長さ47.5km

断層幅15km
（傾斜角90° ）

断層長さ47.5km

破壊開始点の不確かさ考慮モデル

アスペリティ位置の不確かさ考慮モデル

断層幅15km
（傾斜角90° ）

断層傾斜角の不確かさ考慮モデル

断層長さ47.5km

断層長さ47.5km

断層幅16km
傾斜角70°

東傾斜

b)内陸地殻内地震

基本と不確かさの整理

※双葉断層の長さは，中間報告時に地質調査が完了していなかった
ため相馬断層を含めた断層長さ47.5kmで地震動評価を実施して
いたが，追加調査を踏まえ，断層長さ37km（M7.4)と評価。
ただし，断層長さ見直しの前後で地震動評価結果に大きな差はみ
られないことを確認している。
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3km12km

浅野ほか(2004)による2003年宮城県沖の地震のモデル

12km

基本震源モデル 不確かさを考慮したモデル

想定敷地下方の地震（福島第一の例）
傾

斜
方

向
の

距
離

(k
m

)

走向方向の距離(km)

c)海洋プレート内地震

■浅野ほか(2004)

 

による2003年
宮城県沖の地震（M7.1）の特性化
震源モデルを敷地下方の太平洋プ
レート内に設定。

■基本震源モデルの断層上端を太平
洋プレート上面位置に設定。
（断層面を9km浅く設定）

基本震源モデル

不確かさを考慮したモデル
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１．検討用地震の選定

 
２．検討用地震の地震動評価

 
３．震源を特定せず策定する地震動

 
４．基準地震動Ｓｓの策定

 
５．福島第一サイト周辺の地下構造による影響検討
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■加藤ほか(2004)は，内陸地殻内地震を対象として，詳細な地質学的調査によっ
ても震源位置と地震規模を予め特定できない地震による震源近傍の硬質地盤上に
おける強震記録に基づき，Vs0.7km/sの解放基盤表面における水平方向の応答
スペクトルを提案している。

■鉛直方向は，加藤ほか(2004)による水平方向の応答スペクトルをNoda et al.
(2002)に基づき変換することにより，地震動レベルを把握することが可能。

加藤ほか(2004)による震源を事前に特定できない地震による震源
近傍の観測記録に基づく水平方向の応答スペクトル

実線は1997年鹿児島県北西部地震の鶴田ダムのスペクトル，破線はスケー
リングの観点から考慮に入れたMj6.5(Mw6.2)以下の7地震のスペクトル

周期（s）
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似
速
度
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ル
(
c
m
/
s
)

50
0(G
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0020
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0.01 0.1 1 10
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100

加藤ほか(2004)による1984年長野県西部地震(Mj6.8)の震

 
源域における水平方向の地震動推定レベルと加藤ほか(2004)
による応答スペクトルの比較

太実線と太破線は断層直上相当のレベル，細実線と細破線はさらに破壊
伝播効果を考慮した断層走向直交方向のレベル

加藤ほか（2004）による
応答スペクトル
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加藤ほか(2004)による
応答スペクトル

加藤ほか(2004)に加筆

高根第一ダム

奈川渡ダム

震源を特定せず策定する地震動
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陸域の震源断層を予め特定しにくい地震の
最大マグニチュード
【地震調査研究推進本部(2006)に加筆】

• 中地震カタログ：1940年以降のM5.0以上の

 
地震

• 震源深さ：25km以浅

• 主要98断層帯の固有地震あるいは主要98断層

 
帯以外の活断層で発生する地震に該当するもの

 
は除く

• 最大マグニチュードは，地域区分された領域そ

 
れぞれについて，1600年以降に発生した地震

 
のうち主要98断層帯あるいはそれ以外の活断

 
層との対応が明確でない地震の最大規模を採用

 
する（ただし，M6.5を下限値）

敷地が位置する「領域７」の最大規模は，

 北に隣接する「領域６」と共通のM6.7。

 
地震調査研究推進本部「震源を予め特定しにくい地震」の規模

「領域７」における震源と活断層とを関

 連付けることが困難な地震について整理
した結果，最大規模は1854年陸奥の地

 震等のM6.5。

福島サイト

地域性の検討（震源と活断層とを関連付けることが困難な地震の規

 模）
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■震源と活断層とを関連付けることが困難な地震の最大規模は，地震発生層を飽和する震源断層
による地震と考え，地震発生層の上端から下端まで拡がる断層幅，及びそれに等しい断層長さ
をもつ震源断層を仮定。

■地震発生層の上端・下端深さは，微小地震分布や速度構造に加え，地殻熱構造等に関する知見
を踏まえ，それぞれ6km，18kmと設定。

■敷地周辺における断層傾斜角の地域性（横ずれもしくは高角の縦ずれ）を考慮し，断層面積と
地震モーメントの関係式及び地震モーメントとマグニチュードの関係式を用いて地震規模を算
定すると，傾斜角90°ではM6.1～6.3程度，傾斜角60°ではM6.3～6.5程度となる。

■なお，仮に傾斜角45°を想定した場合，M6.6～6.8程度となる。

入倉・三宅（2001）：Mo=(S/4.24×1011)2×10-7

武村（1990） ：logMo=1.17Mj+10.72
武村（1998） ：logMo=1.2Mj+10.7

断層長さL＝断層幅W＝13.9kmの
震源断層を仮定。

入倉・三宅(2001)

M6.5
【参考】武村(1998)ではM6.3

震源と活断層とを関連付けることが困難な地震の最大規模をM6.3～6.5程度と評価

6km

18km
60°

地震発生層

地表

13
.9

km

Mo=2.08×1018N･m

地域性の検討（地震発生層から推定される地震の規模）

武村(1990)

地震規模算定フロー（傾斜角60°の場合）



無断複製・転載禁止 東京電力 49

■敷地が位置する領域における震源と活断層とを関連付けることが困難な地震の
最大規模は，M6.5～6.7程度であると考えられる。

■また，敷地周辺の地震発生層から推定される震源と活断層とを関連付けること
が困難な地震の最大規模は，断層傾斜角の地域性を考慮し，傾斜角60°とした
場合M6.3～6.5程度であると考えられ，また，仮に傾斜角45°を想定した場
合においてもM6.6～6.8程度であると考えられる。

■一方，加藤ほか(2004)においては，これと同程度の地震をスペクトル設定時
の検討対象に加えていることから，加藤ほか(2004)による応答スペクトルは，
福島サイト周辺における「震源を特定せず策定する地震動」のレベルとして，
地域性を適切に考慮したものであると考えられる。

「震源を特定せず策定する地震動」による基準地震動Ssは，加藤ほか(2004)に
基づき設定。

震源を特定せず策定する地震動に関するまとめ
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１．検討用地震の選定

 
２．検討用地震の地震動評価

 
３．震源を特定せず策定する地震動

 
４．基準地震動Ｓｓの策定

 
５．福島第一サイト周辺の地下構造による影響検討
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■福島第一・福島第二サイトの基準地震動として，以下に示す３波を策定。

■Ss-1及びSs-2の鉛直方向の基準地震動は，水平方向の2/3とし，水平・鉛直
とも検討用地震の評価結果を包絡する応答スペクトルを設定。

■Ss-3の鉛直方向の基準地震動は，Noda et al.(2002)に基づき水平方向の応
答スペクトルを変換することにより設定。

Ss-1
（１F/2F共通）

●「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」のうち，内陸地殻
内地震・プレート間地震の評価結果を包絡。

●最大加速度振幅：450Gal
※検討用地震の評価結果が福島第一・福島第二で大差ないことから，

両サイト共通の基準地震動として策定。

Ss-2
（１F/2F個別）

●

 

「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」のうち，海洋プレ
ート内地震の評価結果を包絡。

●最大加速度振幅：

 

600Gal
※検討用地震の断層モデルによる評価結果が福島第一・福島第二で

異なることから，各サイト個別の基準地震動として策定。

Ss-3
（１F/2F共通）

●加藤ほか(2004)に基づく「震源を特定せず策定する地震動」。
●最大加速度振幅：

 

450Gal
※両サイト共通の基準地震動として策定。

基準地震動Ssの策定

基準地震動Ssの策定方針
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１．検討用地震の選定

 
２．検討用地震の地震動評価

 
３．震源を特定せず策定する地震動

 
４．基準地震動Ｓｓの策定

 
５．福島第一サイト周辺の地下構造による影響検討
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福島第一サイト周辺の地下構造による影響検討
■地質調査（反射法探査）の結果より，福島第一サイトの地下構造には不整形性がみられること

から，中越沖地震の知見を踏まえ，地震観測記録を用いた影響検討を実施。

■具体的には，福島第一サイトで得られた地震観測記録を震央の方位毎に分類し，地震波の到来
方向による地震動特性の差異を比較することにより，サイト周辺の地下構造（不整形性）が地
震動特性に及ぼす影響を評価する。

BB

OO

CC

OO

P1P1

福島第一サイト地震観測点福島第一サイト地震観測点

MuMu

標高(m)

MlMl

福島第一サイト周辺の地下構造（反射断面図）
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地下構造による影響の評価方法

■：福島第一
□：富岡観測点

■福島第一サイト地震観測記録のうち，周辺の富岡観測点で同時に観測された記録を対象として，
震央の方位（東西南北）毎に加速度応答スペクトル比（福島第一／富岡）を算定。

富岡観測点は福島第一サイトの周辺に位置するため，同一の地震におけるスペクトル比を算
定することにより，震源特性及び伝播経路特性による影響を除去し，地下構造による影響を
抽出することが可能。

検討対象地震の震央分布 福島第一サイトと富岡観測点の位置関係
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東
南
西
北
全平均＋σ
全平均
全平均－σ

※１：検討にはそれぞれＳ波速度700m/s程度の観測点における記録を採用した。
※２：南北方向の一部周期帯で西側から到来する波の平均スペクトル比が他の方向と比較して

大きめとなっているが，敷地の西側に検討用地震はないため，地震動評価上の影響はない。

南北方向 東西方向

地下構造による影響の評価結果
■富岡観測点に対する福島第一サイトの平均応答スペクトル比は震央の方位によって大きく変化

することはなく，概ね１程度。

福島第一サイト周辺の地下構造が地震動特性に及ぼす影響は小さいことを確認。

なお，福島第二サイト周辺の地下構造には不整形性がみられないが，同様の検討を実施
し，問題がないことを確認している。

平均応答スペクトル比〔福島第一(GL-335m)/富岡

 

(GL-100m)〕
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C 施設等の耐震安全性評価

１．安全上重要な建物・構築物の耐震安全性評価
 （原子炉建屋の評価）

 
２．安全上重要な機器・配管系の耐震安全性評価
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１．安全上重要な建物・構築物の耐震安全性評価

 （原子炉建屋の評価）

 
２．安全上重要な機器・配管系の耐震安全性評価
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地下１階 0.94m 

１階 13.20m 

２階 21.70m 

３階 29.90m
４階 35.30m 

５階 42.92m 

ｸﾚｰﾝ階 50.82m 

Ｒ階 59.05m 

O.P.(m)

建物・構築物や地盤の特性を適切に表現できるモデルを設定し、基準地震動

 Ssを用いた地震応答解析（時刻歴応答解析法）を実施。

図－１ａ

 

地震応答解析モデル

（福島第一５号機の例）

底面ばね

建屋底面位置

地表面(GL)

建屋モデル

解放基盤面の深さ
209.0m

切欠き力

建屋底面位置
▼O.P.-3.06m

地表面(GL)
▼O.P.13.0m

各床レベルの
応答波を入力

側面ばね

表層

支持層

解放基盤表面
▼O.P.-196.0m

基準地震動2E
入
斜
波
E

反
射
波
F

一次元波動論による応答計算

図－１b 入力地震動算定の概念図（水平方向）

地震応答解析モデル（福島第一5号機の例）
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安全上重要な建物・構築物の耐震安全性評価（原子炉建屋の評価）

福島第一原子力発電所１号機

図-2 １号機
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図-3 １号機

 

耐震壁のせん断ひずみ
(Ss-1

 

東西方向)
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耐震壁のせん断ひずみは、最大で0.12×10-3（南北方向

 
１階、Ss-1時）であり、

 評価基準値(2.0×10-3）を超えないことを確認。

評価基準値 評価基準値
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安全上重要な建物・構築物の耐震安全性評価（原子炉建屋の評価）

福島第一原子力発電所２号機

耐震壁のせん断ひずみは、最大で0.17×10-3（東西方向

 
５階、Ss-1時）であり、

 評価基準値(2.0×10-3）を超えないことを確認。

図-4 ２号機
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安全上重要な建物・構築物の耐震安全性評価（原子炉建屋の評価）

福島第一原子力発電所３号機

耐震壁のせん断ひずみは、最大で0.13×10-3（南北方向

 
１階、Ss-2時）であり、

 評価基準値(2.0×10-3）を超えないことを確認。
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耐震壁のせん断ひずみ
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南北方向)
図-7 ３号機
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安全上重要な建物・構築物の耐震安全性評価（原子炉建屋の評価）

福島第一原子力発電所４号機

耐震壁のせん断ひずみは、最大で0.30×10-3（東西方向

 
５階、Ss-1時）であり、

 評価基準値(2.0×10-3）を超えないことを確認。

図-8 ４号機
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南北方向)
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耐震壁のせん断ひずみ
(Ss-1

 

東西方向)
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耐震壁のせん断ひずみは、最大で0.19×10-3（東西方向

 
５階、Ss-1時）であり、

 評価基準値(2.0×10-3）を超えないことを確認。

評価基準値 評価基準値

安全上重要な建物・構築物の耐震安全性評価（原子炉建屋の評価）

福島第一原子力発電所５号機

図-10 ５号機

 

耐震壁のせん断ひずみ
(Ss-2

 

南北方向)

図-11 ５号機

 

耐震壁のせん断ひずみ
(Ss-1

 

東西方向)
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福島第一原子力発電所６号機

安全上重要な建物・構築物の耐震安全性評価（原子炉建屋の評価）

耐震壁のせん断ひずみは、最大で0.33×10-3（南北方向

 
２階、Ss-1時）であり、

 評価基準値(2.0×10-3）を超えないことを確認。
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安全上重要な建物・構築物の耐震安全性評価（原子炉建屋の評価）

福島第二原子力発電所１号機

耐震壁のせん断ひずみは、最大で0.15×10-3（南北方向

 
２階、Ss-1時）であり、

 評価基準値(2.0×10-3）を超えないことを確認。

図-15 １号機

 

耐震壁のせん断ひずみ
(Ss-1

 

東西方向)

図-14 １号機

 

耐震壁のせん断ひずみ
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南北方向)
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安全上重要な建物・構築物の耐震安全性評価（原子炉建屋の評価）

福島第二原子力発電所２号機

耐震壁のせん断ひずみは、最大で0.13×10-3（南北方向

 
地下２階、Ss-1時）で

 あり、評価基準値(2.0×10-3）を超えないことを確認。
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耐震壁のせん断ひずみ
(Ss-1

 

東西方向)
図-16 ２号機
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安全上重要な建物・構築物の耐震安全性評価（原子炉建屋の評価）

福島第二原子力発電所３号機

耐震壁のせん断ひずみは、最大で0.14×10-3（東西方向

 
２階、Ss-1時）であり、

 評価基準値(2.0×10-3）を超えないことを確認。

図-19 ３号機

 

耐震壁のせん断ひずみ
(Ss-1

 

東西方向)
図-18 ３号機
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南北方向)
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図-20

 

４号機

 

耐震壁のせん断ひずみ

（Ss-1

 

南北方向）

図-21

 

４号機

 

耐震壁のせん断ひずみ

（Ss-1

 

東西方向）

耐震壁のせん断ひずみは、最大で0.14×10-3（東西方向

 
２階、Ss-1時）であり、

 評価基準値(2.0×10-3）を超えないことを確認。
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評価基準値 評価基準値

安全上重要な建物・構築物の耐震安全性評価（原子炉建屋の評価）

福島第二原子力発電所４号機
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１．安全上重要な建物・構築物の耐震安全性評価

 （原子炉建屋の評価）

 
２．安全上重要な機器・配管系の耐震安全性評価
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安全上重要な機器・配管系の耐震安全性評価


 

評価対象（福島第一5号機の例）


 

原子炉を「止める」，「冷やす」，放射性物質を「閉じ込め

 る」に係る安全上重要な機能を有する次の主要な施設

原子炉
圧力容器

制御棒
（挿入

 
性）

炉心支持

 
構造物

主蒸気
系配管

原子炉
格納容器

残留熱除去

 
系ポンプ

「止める」
・制御棒（挿入性）
・炉心支持構造物

「冷やす」
・残留熱除去系ポンプ
・残留熱除去系配管

「閉じ込める」
・原子炉圧力容器
・主蒸気系配管
・原子炉格納容器

残留熱除去

 
系配管
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原子炉建屋

圧力容器

燃料集合体

炉心シュ

 
ラウド

建屋‐炉内構造物

連成解析モデル

モーメント

鉛直力

鉛直力

水平力

基準地震動Ss

床応答スペクトル

作成

応
答

加
速

度

固有周期

解析モデル化

配管評価

制御棒挿入性評価

燃料相対変位算出

入力

鉛直力
水平力
モーメント
算出

圧力容器基礎ボルト評価

地震応答解析モデル
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構造強度評価


 

応答倍率法による評価や，スペクトルモーダル解析法等による

 詳細評価を行い，基準地震動Ssにより設備に発生する応力を算

 出する。


 

基準地震動Ssにより設備に発生する応力※が，材料の許容され

 る強度（評価基準値）以下であることを確認する。

※

 

地震以外の荷重についても，適切に考慮した上で評価を実施する。

動的機能維持評価（制御棒挿入性）


 

基準地震動Ssによる燃料集合体の相対変位を求め，その相対変

 位が試験により挿入性が確認された相対変位以下であることを

 確認。

評価内容および評価方法
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既往評価での評価方法に応じて，以下の方法①または方法②で実施

方法①

Ssによる発生値

 
＝

 
地震以外による発生値

 
＋

 
地震による発生値

 
×

 
応答比※

方法②

Ssによる発生値

 
＝

 
地震以外による発生値

 
＋

 
地震による発生値

 
×

 
応答比※

方法②
発
生
値

方法①

（既往評価時の耐震計算書）

評価基準値

方法②

地震以外

地震

Ssによる発生値

地震以外

地震

地震による発生値のみ
に応答比を乗じる

地震による発生値のみ
に応答比を乗じる

発生値全て
に応答比を乗じる

発生値全て
に応答比を乗じる

方法①

地震以外

地震

地震以外

地震地震
＋

地震以外

地震
＋

地震以外

地震
＋

地震以外

地震
＋

地震以外

Ssによる発生値

（既往評価時の耐震計算書）

※応答比：既往評価による地震力（加速度）と基準地震動Ssによる地震力

 （加速度）の比

応答倍率法による評価
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床応答スペクトルを作成
【水平（NS・EW）・上下】

周期短

 

周期長
Ｔを様々に変え

 
てαをプロット

最大の応答加速度

 
をプロット

ｎ

 

階の応答加速度

ｎ 階フロア

T1 T2 T3

α2

応
答

加
速

度

固有周期

α2

T2

設備2の応答加速度

設備1
設備2

設備3各設備の特性

 
は固有周期Tで

 
代表

建屋をモデル化し入力

 
地震動に対する各階の

 
応答加速度を計算

最大応力算出

応答スペクトル解析

水平NS-上下と水平EW-上下で

 組合せ、大きい値を採用

詳細評価（スペクトルモーダル解析法による評価）
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安全上重要な機器・配管系の耐震安全性評価


 

評価結果（福島第一１号機）
基準地震動Ssによる応答値，相対変位が評価基準値以下であることを

 確認した。


 

構造強度評価

評価対象設備 評価部位 応答値

 （MPa

 ）

基準値

 （MPa

 ）

評価

 方法

原子炉圧力容器 基礎ボルト 68 222 ②

原子炉格納容器 ドライウェル 113 382 ②

炉心支持構造物 シュラウドサポート 101 196 ①

原子炉停止時冷却系ポンプ 基礎ボルト 6 127 ②

原子炉停止時冷却系配管 配管本体 229 414 ②

主蒸気系配管 配管本体 287 374 ②


 
動的機能維持評価

評価対象設備 地震時の相対変位（mm） 基準値（mm）

制御棒（挿入

 性）
21.2 40.0

①：応答倍率法による評価

 

②：詳細評価
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安全上重要な機器・配管系の耐震安全性評価


 

評価結果（福島第一２号機）
基準地震動Ssによる応答値，相対変位が評価基準値以下であることを

 確認した。


 

構造強度評価

評価対象設備 評価部位 応答値

 （MPa

 ）

基準値

 （MPa

 ）

評価

 方法

原子炉圧力容器 基礎ボルト 27 222 ②

原子炉格納容器 ドライウェル 139 255 ①

炉心支持構造物 シュラウドサポート 34 209 ①

残留熱除去系ポンプ 基礎ボルト 55 185 ②

残留熱除去系配管 配管本体 101 315 ②

主蒸気系配管 配管本体 288 360 ②


 
動的機能維持評価

評価対象設備 地震時の相対変位（mm） 基準値（mm）

制御棒（挿入

 性）
16.5 40.0

①：応答倍率法による評価

 

②：詳細評価
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安全上重要な機器・配管系の耐震安全性評価


 

評価結果（福島第一３号機）
基準地震動Ssによる応答値，相対変位が評価基準値以下であることを

 確認した。


 

構造強度評価

評価対象設備 評価部位 応答値

 （MPa

 ）

基準値

 （MPa

 ）

評価

 方法

原子炉圧力容器 基礎ボルト 36 222 ②

原子炉格納容器 ドライウェル 199 255 ①

炉心支持構造物 シュラウドサポート 33 208 ①

残留熱除去系ポンプ 基礎ボルト 42 185 ②

残留熱除去系配管 配管本体 267 363 ②

主蒸気系配管 配管本体 183 417 ②


 
動的機能維持評価

評価対象設備 地震時の相対変位（mm） 基準値（mm）

制御棒（挿入

 性）
14.8 40.0

①：応答倍率法による評価

 

②：詳細評価
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安全上重要な機器・配管系の耐震安全性評価


 

評価結果（福島第一４号機）
基準地震動Ssによる応答値，相対変位が評価基準値以下であることを

 確認した。


 

構造強度評価

評価対象設備 評価部位 応答値

 （MPa

 ）

基準値

 （MPa

 ）

評価

 方法

原子炉圧力容器 基礎ボルト 70 237 ②

原子炉格納容器 ドライウェル 150 382 ②

炉心支持構造物 シュラウドサポート 106 203 ②

残留熱除去系ポンプ 基礎ボルト 73 156 ②

残留熱除去系配管 配管本体 137 335 ②

主蒸気系配管 配管本体 296 309 ②


 
動的機能維持評価

評価対象設備 地震時の相対変位（mm） 基準値（mm）

制御棒（挿入

 性）
12.2 40.0

①：応答倍率法による評価

 

②：詳細評価
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安全上重要な機器・配管系の耐震安全性評価


 

評価結果（福島第一5号機）
基準地震動Ssによる応答値，相対変位が評価基準値以下であることを

 確認した。


 

構造強度評価


 

動的機能維持評価

評価対象設備 評価部位 応答値

 （MPa

 ）

基準値

 （MPa

 ）

評価

 方法

原子炉圧力容器 基礎ボルト 39 222 ①

原子炉格納容器 ドライウェル 90 255 ①

炉心支持構造物 シュラウドサポート 86 300 ①

残留熱除去系ポンプ 基礎ボルト 29 202 ②

残留熱除去系配管 配管本体 197 364 ②

主蒸気系配管 配管本体 356 417 ②

評価対象設備 地震時の相対変位（mm） 基準値（mm）

制御棒（挿入

 性）
13.8 40.0

①：応答倍率法による評価

 

②：詳細評価
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安全上重要な機器・配管系の耐震安全性評価


 

評価結果（福島第一６号機）
基準地震動Ssによる応答値，相対変位が評価基準値以下であることを

 確認した。


 

構造強度評価

評価対象設備 評価部位 応答値

 （MPa

 ）

基準値

 （MPa

 ）

評価

 方法

原子炉圧力容器 基礎ボルト 32 499 ②

原子炉格納容器 ドライウェル 33 253 ①

炉心支持構造物 シュラウドサポート 102 228 ①

残留熱除去系ポンプ 基礎ボルト 93 350 ①

残留熱除去系配管 配管本体 99 335 ②

主蒸気系配管 配管本体 245 375 ②


 
動的機能維持評価

評価対象設備 地震時の相対変位（mm） 基準値（mm）

制御棒（挿入

 性）
16.9 40.0

①：応答倍率法による評価

 

②：詳細評価
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安全上重要な機器・配管系の耐震安全性評価


 

評価結果（福島第二１号機）
基準地震動Ssによる応答値，相対変位が評価基準値以下であることを

 確認した。


 

構造強度評価

評価対象設備 評価部位 応答値

 （MPa

 ）

基準値

 （MPa

 ）

評価

 方法

原子炉圧力容器 基礎ボルト 16 499 ②

原子炉格納容器 ドライウェル 23 253 ①

炉心支持構造物 シュラウドサポート 116 228 ①

残留熱除去系ポンプ 基礎ボルト 78 455 ①

残留熱除去系配管 配管本体 253 335 ②

主蒸気系配管 配管本体 276 375 ②


 
動的機能維持評価

評価対象設備 地震時の相対変位（mm） 基準値（mm）

制御棒（挿入

 性）
14.2 40.0

①：応答倍率法による評価

 

②：詳細評価
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安全上重要な機器・配管系の耐震安全性評価


 

評価結果（福島第二２号機）
基準地震動Ssによる応答値，相対変位が評価基準値以下であることを

 確認した。


 

構造強度評価

評価対象設備 評価部位 応答値

 （MPa

 ）

基準値

 （MPa

 ）

評価

 方法

原子炉圧力容器 基礎ボルト 8 384 ②

原子炉格納容器 ドライウェル 33 380 ①

炉心支持構造物 シュラウドサポート 206 300 ②

残留熱除去系ポンプ 基礎ボルト 14 350 ①

残留熱除去系配管 配管本体 240 364 ②

主蒸気系配管 配管本体 217 309 ②


 
動的機能維持評価

評価対象設備 地震時の相対変位（mm） 基準値（mm）

制御棒（挿入

 性）
15.8 40.0

①：応答倍率法による評価

 

②：詳細評価
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安全上重要な機器・配管系の耐震安全性評価


 

評価結果（福島第二３号機）
基準地震動Ssによる応答値，相対変位が評価基準値以下であることを

 確認した。


 

構造強度評価

評価対象設備 評価部位 応答値

 （MPa

 ）

基準値

 （MPa

 ）

評価

 方法

原子炉圧力容器 基礎ボルト 10 384 ②

原子炉格納容器 ドライウェル 41 380 ①

炉心支持構造物 シュラウドサポート 84 229 ①

残留熱除去系ポンプ 基礎ボルト 16 350 ①

残留熱除去系配管 配管本体 179 327 ②

主蒸気系配管 配管本体 317 375 ②


 
動的機能維持評価

評価対象設備 地震時の相対変位（mm） 基準値（mm）

制御棒（挿入

 性）
15.8 40.0

①：応答倍率法による評価

 

②：詳細評価
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安全上重要な機器・配管系の耐震安全性評価


 

評価結果（福島第二４号機）
基準地震動Ssによる応答値，相対変位が評価基準値以下であることを

 確認した。


 

構造強度評価


 

動的機能維持評価

評価対象設備 評価部位 応答値

 （MPa

 ）

基準値

 （MPa

 ）

評価

 方法

原子炉圧力容器 基礎ボルト 11 492 ①

原子炉格納容器 ドライウェル 38 380 ①

炉心支持構造物 シュラウドサポート 89 247 ①

残留熱除去系ポンプ 基礎ボルト 4 342 ①

残留熱除去系配管 配管本体 165 321 ②

主蒸気系配管 配管本体 157 309 ②

評価対象設備 地震時の相対変位（mm） 基準値（mm）

制御棒（挿入

 性）
14.1 40.0

①：応答倍率法による評価

 

②：詳細評価
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参考
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【参考】プレート間地震の評価結果とSs-1との比較

福島第一

 
水平方向 福島第二

 
水平方向

Ss－1H

プレート間地震評価結果（太線：応答スペクトル法，細線：断層モデル）
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プレート間地震評価結果（太線：応答スペクトル法，細線：断層モデル）

福島第一

 
鉛直方向 福島第二

 
鉛直方向

【参考】プレート間地震の評価結果とSs-1との比較
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水平方向

Ss－1H

内陸地殻内地震評価結果（太線：応答スペクトル法，細線：断層モデル）

【参考】内陸地殻内地震の評価結果とSs-1との比較

※双葉断層（断層長さ47.5km）の評価結果。
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鉛直方向

Ss－1V

内陸地殻内地震評価結果（太線：応答スペクトル法，細線：断層モデル）

【参考】内陸地殻内地震の評価結果とSs-1との比較

※双葉断層（断層長さ47.5km）の評価結果。
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Ss－2H

海洋プレート内地震評価結果（太線：応答スペクトル法，細線：断層モデル）

【参考】海洋プレート内地震の評価結果とSs-2との比較
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海洋プレート内地震評価結果（太線：応答スペクトル法，細線：断層モデル）

【参考】海洋プレート内地震の評価結果とSs-2との比較
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【参考】双葉断層の断層長さ見直しによる影響評価

■中間報告後の地質調査結果を踏まえ，双葉断層の北端を島田地点とした断層長さ
37kmの場合について，基本震源モデルを対象とした地震動評価を行い，断層長
さの見直しが地震動評価に及ぼす影響評価を実施。

中間報告時（断層長さ47.5km） 見直し後（断層長さ37km）
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断層モデル（ハイブリッド法）

 

断層長さ47.5km【参考】
断層モデル（ハイブリッド法）

 

断層長さ37km
基準地震動Ss-1H，Ss-1V

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果

福島第一

※福島第二サイトにおいても，同様の傾向となっていることを確認。

■断層長さ見直し後（37km）の結果は，中間報告時（47.5km）と比較して，短
周期側で同程度，長周期側で若干小さめとなり，策定した基準地震動Ss-1を下
回ることを確認。

【参考】双葉断層の断層長さ見直しによる影響評価
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断層モデル（ハイブリッド法）

 

断層長さ37km・基本震源モデル
断層モデル（ハイブリッド法）

 

断層長さ37km・基本震源モデル×1.5倍【簡易評価】
基準地震動Ss-1H，Ss-1V

福島第一

※福島第二サイトにおいても，基準地震動Ss-1を下回ることを確認。

【参考】双葉断層の断層長さ見直しによる影響評価

中越沖地震の知見を踏まえた応力降下量1.5倍による影響の確認

■中越沖地震の知見を反映し，応力降下量の不確かさとして1.5倍を考慮した場合
の影響を把握するため，簡易評価として断層長さ37kmの評価結果を1.5倍した
結果，策定した基準地震動Ss-1を下回ることを確認。
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